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は じ め に
　我が国における連結財務諸表制度は，昭和50（1975）年６月に企業会計
審議会から公表された「連結財務諸表の制度化に関する意見書」に基づ
き，昭和52年４月１日以降開始する事業年度から実施されており，旧証券
取引法における制度化後40年近くが経過している。制度化当初は，連結財
務諸表は，有価証券報告書の添付書類として事業年度経過後４か月以内に
提出することが特例として認められていたが，その後，提出期限の特例の
廃止，有価証券報告書本体への組み入れ，セグメント情報の開示の導入な
ど，数々の充実・見直し措置が講じられてきている。
　我が国企業の多角化・国際化が急速に進展しているほか，我が国証券市
場への海外投資家の参入が増加していることを踏まえて，国際的に遜色の
ないディスクロージャー制度を構築するため，平成９年６月に，「連結財
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務諸表制度の見直しに関する意見書」が企業会計審議会において取りまと
められ，公表されている。当該意見書を踏まえて，従来の連結財務諸表制
度について全面的な見直しが行われ，平成11年４月１日以後開始する事業
年度から，従来の個別情報を中心とするディスクロージャー制度から連結
情報を中心とするディスクロージャー制度に転換された。また，これに併
せて，連結財務諸表原則及び旧証券取引法の関連省令が大幅に改正され，
子会社及び関連会社の範囲の見直し，資本連結の手続の見直し，税効果会
計の適用の義務付け，連結キャッシュ・フロー計算書の作成の義務付けな
どが行われたところである。
　その後，平成20年12月に企業会計基準委員会（ASBJ）において連結財務
諸表原則が改訂され，資本連結の手続における部分時価評価法の廃止，子
会社株式を段階取得した場合の会計処理方法の見直し（「段階取得に係る損
益」の計上），少数株主持分の連結貸借対照表上の表示方法の見直し（純資
産の株主資本以外の項目での表示）が行われ，従来の「連結財務諸表原則」
の名称が「連結財務諸表に関する会計基準」に変更されている。
　こうした流れの中，平成25年９月に，国際的な会計基準との整合性を確
保する観点から，「連結財務諸表に関する会計基準」について，大幅な改
訂が行われている。当該改訂においては，当期純利益の概念の見直し（「非
支配株主に帰属する当期純利益」の損益計算上の取扱いの変更），子会社株式を
追加取得した場合の処理方法の変更，子会社株式を一部売却した場合の処
理方法の変更などが行われている。しかしながら，理論的に首尾一貫した
基準とはなっていない。
　本稿では，平成25年９月に改訂された「連結財務諸表に関する会計基
準」の主要な改正事項に焦点を当てて，改訂前の連結会計基準と新連結会
計基準の内容を対比しながら，現行の連結会計基準が抱えている諸課題に
ついて考察する。
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１．平成９年６月の改訂連結財務諸表原則の基本的考え方
　連結財務諸表を誰の立場に立って作成するかという連結基礎概念を巡っ
ては諸説が見受けられるが，広く認識されている連結基礎概念として，親
会社説と経済的単一体説の２つの考え方がある。両説を巡っては理論的に
は幾つかの異なる形態があるが，親会社説は，連結財務諸表を親会社の財
務諸表として位置付けて，親会社の株主の立場から企業集団の財務諸表と
して連結財務諸表を作成しようとするものである。他方，経済的単一体説
は，連結財務諸表を親会社とは区別される企業集団の財務諸表として位置
付けて，企業集団を構成するすべての株主の立場から連結財務諸表を作成
しようとするものである。いずれの立場をとるかにより，連結財務諸表の
作成手続において，非支配株主持分（従来の少数株主持分）を株主資本に含
めるか否か，非支配株主に帰属する純損益を連結損益計算書において純損
益に含めるか否かなどの相違が生じることになる。
　こうした中，平成９年６月に全面的な改訂が行われた連結財務諸表原則
においては，従来と同様，親会社説の考え方が基本的に採用され，その旨
同原則の前文において明記された。これは，主として次のような理由によ
るものである（前文一の２）。
①　連結財務諸表が提供する情報は，主として親会社の投資者を対象と
するものであると考えられること。
②　親会社説による処理方法が，企業集団の経営を巡る現実感覚をより
適切に反映すると考えられること。
２．平成９年６月の改訂連結財務諸表原則における主な改正内容
　平成９年６月に改訂された連結財務諸表原則においては，親会社説の考
え方に基づき，少数株主持分（現在は「非支配株主持分」に名称変更）につい
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ては，連結上の株主資本とせず，返済義務のない連結固有の項目であるこ
とを考慮して，負債の部と資本の部の中間に独立の項目として表示するこ
ととされた 1）。また，少数株主に帰属する損益は，親会社の株主にとって
の利益ではないため，従来と同様，これを差し引いて当期純利益を計算す
ることとされた。そのほか，子会社株式を売却した場合（支配関係が継続し
ているとき）は，売却による親会社の持分の減少額（売却持分）と投資の減
少額との差額を，子会社株式の売却損益の修正として処理することとされ
た。
　従来の連結財務諸表原則では，子会社の判定基準として，親会社が直接
又は間接に議決権の過半数を所有しているかどうかにより判定を行う持株
基準が採用されていた。しかしながら，議決権の過半数を所有していない
場合でもその会社を事実上支配しているケースもあり，このような非支配
会社を連結の範囲に含まない連結財務諸表は，企業集団に係る情報として
有用性に欠けることになる。このため，企業集団の実態をより適切に開示
し，ディスクロージャーの透明性を高めるため，子会社の判定基準とし
て，従来の持株基準に代えて，議決権以外の要素を加味した支配力基準が
導入された。すなわち，他の会社等の意思決定機関を支配しているかどう
かという観点から，子会社に該当するかどうかを判定することとされた。
また，関連会社の判定基準についても，従来の持株基準に代えて，影響力
基準が導入された。
　支配力基準による子会社の判定基準の概要を整理すると，図表１のとお
りである。支配力基準の導入により，持株割合の操作による意図的な連結
はずしが防止されたほか，業績の悪化している実質子会社の整理が行われ
るなど，企業経営面にも大きな影響が及んだところである 2）。
1）　その後，平成20年12月の連結会計基準の改訂により，少数株主持分は，純
資産の部に株主資本以外の項目として表示することに改められた。
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①　「自己と出資，人事，資金，技術，取引等において緊密な関係がある
ことにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者
（緊密な者）」及び「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに
同意している者（同意している者）」が所有している議決権とを合わせる，
他の会社等の議決権の過半数となる場合
②　「役員」，「使用人」又は「これらであった者で，自己が他の会社等の
財務及び営業又は事業の方針決定に関して影響を与えることができる
者」が，当該他の会社等の取締役会その他これに準ずる機関の構成員の
過半数を占めている場合
③　他の会社等の重要な財務及び営業又は事業の方針の決定を支配する契
約等が存在する場合
④　他の会社等の資金調達額（負債の部に計上されているもの）の総額の
過半について融資（債務の保証及び担保の提供を含む。）を行っている
場合（上記① の「緊密な者」が行っている融資の額を含む。）
⑤　その他，他の会社等の意思決定機関を支配していることが推測される
事実が存在する場合
図表１　支配力基準による子会社の判定基準の概要
他の会社等の議決権の
過半数を所有 子会社
子会社
子会社
他の会社等の議決権の
40％以上 50％以下を所有
他の会社等の議決権の
所有割合が 40％未満 ①かつ②～⑤の
いずれかに該当
①～⑤のいずれか
に該当
2）　子会社の判定に係る支配力基準及び関連会社の判定に係る影響力基準は，
平成11年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されているが，これら
の適用により連結上の損益に多額のマイナスの影響が生じる会社が発生する
ことが想定された。他方，税効果会計の適用を義務付けた場合，繰延税金資
産の計上に伴い法人税等の税金費用の計上額が減少する会社が多く発生する
ことが見込まれた。このため，支配力基準及び影響力基準の適用による損益
への影響を緩和するため，税効果会計についても，平成11年４月１日以後開
始する連結会計年度から併せて適用することとされた。
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　なお，米国の財務会計基準審議会（FASB）から1991年に公表された討議
資料では，持株基準による子会社の判定は親会社説の考え方に基づくもの
であり，支配力基準による子会社の判定は経済的単一体説の考え方に基づ
くものであるとの見解が示されている。また，このように整理した国内の
文献も多くみられる。しかし，持株基準と支配力基準のいずれにより子会
社を判定するかは，被支配企業である子会社をどのように捉えるかという
問題であり，当該見解については疑問が持たれる 3）。
　そのほか，資本連結の手続における子会社の資産及び負債の評価方法と
して，国際的な動向を考慮し，部分時価評価法に加えて，全面時価評価法
による処理を併せて認めることとされた 4）。部分時価評価法は，親会社が
株式を取得した際の親会社の持分を重視する考え方であり，子会社の資産
及び負債の評価に関して，株式の取得日ごとに，取得した親会社の持分割
合に相当する部分のみを当該日における時価により評価し，少数株主持分
（非支配株主持分）については，子会社の貸借対照表上の金額により評価す
る方法である。すなわち，部分時価評価法は，親会社説の考え方に立脚す
る処理方法であると言える。他方，全面時価評価法は，親会社が子会社を
支配した結果，子会社が企業集団に含まれることになった事実を重視する
3）　筆者は，旧大蔵省において，企業会計審議会の事務局として連結財務諸表
原則の見直し（平成９年６月改訂）に関与したが，企業会計審議会において
は，支配力基準の採用は，親会社説か経済的単一体説かという問題とは別次
元の事項として審議が進められた。
4）　平成９年６月の改訂前の連結財務諸表原則の下では，投資消去差額の原因
分析を通じて，結果的に，部分時価評価法と同様な処理が行われていた。部
分時価評価法は，その後，下記の理由から，平成20年12月の連結会計基準の
改訂により廃止された（連結財務諸表に関する会計基準第61項）。
　　①　実務上煩雑であり，採用企業がわずかであったこと。
　　② 　「企業結合に係る会計基準」では，全面時価評価法が前提とされてお
り，整合性を図ることが必要であること。
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考え方であり，子会社の資産及び負債のすべてを，支配獲得時の時価によ
り評価する方法である。
　全面時価評価法については，経済的単一体説のもとでのみ認められる方
法であるとの見解が多くみられるが 5），当時の企業会計審議会会長であら
れた森田哲彌先生は，この点について次のように述べておられる 6）。
　「全面時価評価法は，……親会社が支配し企業集団に属することに
なった子会社の資産・負債を一体として，その時点の時価で評価した
大きさで捉えようとする考え方であり，経済的単一体説によるか親会
社説であるかとは関係ないものである。親会社説は，そのような大き
さで捉えた子会社の資産・負債を含む連結貸借対照表を，親会社の株
主の立場から解釈する考え方である。」
　このように，平成９年６月の連結財務諸表原則の改訂においては，基本
的に親会社説の立場から首尾一貫した処理となるよう，企業会計審議会に
おいて連結会計基準の改訂作業が行われたところである。
　ただし，現実感覚との相克から，経済的単一体説的な考え方が加味され
た部分も一部みられる。例えば，子会社の時価発行増資等に伴い，親会社
の払込額と親会社の持分の増減額との間に差額が生じた場合は，当該差額
を損益として処理することを原則としつつ，利害関係者の判断を著しく誤
らせるおそれがあると認められる場合には，利益剰余金に直接加減する処
5）　山地範明（2013）「連結基礎概念からみた我が国連結会計基準の矛盾」『会
計・監査ジャーナル』No. 697，73-74頁。向伊知郎（2008）「連結基礎概念
からみた企業結合会計の論点」『企業会計』第60巻第６号，28-29頁ほか。
6）　森田哲彌（2000）「新「連結財務諸表原則」の概要」森田哲彌，兼田克幸，
市川育義『連結財務諸表制度詳解』，中央経済社，21頁。
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理方法が許容された。親会社説の考え方によると，親会社の増減資による
ものでない限り，親会社の持分の変動は損益として処理されるべきである
が，子会社が増資をしただけで連結損益計算書上の利益が増減することに
ついては，抵抗感があるのも事実である。このため，改訂連結財務諸表原
則では，このような経営感覚に配慮し，上記のような例外的な会計処理が
許容された 7）。
３．平成25年９月の連結会計基準の改正内容
　平成25年９月に改訂された「連結財務諸表に関する会計基準」（以下「新
連結会計基準」という。）では，国際的な会計基準との整合性を図り比較可
能性の向上を図るため，親会社説の考え方を一部踏襲しながらも，経済的
単一体説の考え方に基づく会計処理方法や表示方法が取り込まれている。
新連結会計基準は，平成27年４月１日以降開始する連結会計年度から適用
されている。
　主な改正点は，次のとおりである。
⑴　「少数株主持分」等の名称の変更
　新連結会計基準では，従来の「少数株主持分」の名称が「非支配株主持
分」の名称に変更された。これは，他の企業の議決権の過半数を所有してい
ない株主であっても他の企業を支配し親会社となることがあり得るため，
より正確な表現とするためである 8）。これに併せて，「少数株主損益」の名
称が，「非支配株主に帰属する当期純利益」の名称に変更された（第55-2項）。
7）　森田哲彌（1997）「「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」の概要と
考え方」『企業会計』第49巻第10号，25-26頁。
8）　旧 IAS（国際会計基準）第27号では，2008年の改正により，“minority 
interest”という用語が，“non-controlling interest”の用語に改められている。
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⑵　当期純利益の内容及び連結損益計算書等の表示方法の変更
　従来，親会社説の考え方に基づき，少数株主持分（非支配株主持分）に帰
属する損益は当期純利益の金額から控除することとされていた。すなわ
ち，連結損益計算書における当期純利益の金額は，親会社の持分に帰属す
る部分として計算されてきた。しかしながら，新連結会計基準では，経済
的単一体説の考え方に基づき，非支配株主持分に帰属する損益を含めて当
期純利益の金額を計算することに改められた。すなわち，親会社株主に帰
属する利益と非支配株主に帰属する利益との合計額として当期純利益の金
額が把握されることになった（第39項）。
　新連結会計基準では，従来の「少数株主損益調整前当期純利益」が「当
期純利益」の名称に変更された。このことにより，当期純利益の表示方法
は，IFRSや米国基準と同一のものとなった。すなわち，これらの改正は，
国際的な会計基準と同様に連結財務諸表の表示を行うことにより比較可能
性の向上を図ることを意図したものである（第51-3項）。ただし，親会社の
株主に帰属する利益情報も投資者の意思決定にとって有用であるとして，
従来の「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」に名称変更
したうえで，「親会社株主に帰属する当期純利益」を連結損益計算書のボ
トムラインに表示することとされた。すなわち，親会社株主に関する情報
が，引き続き，重要視されている。
　連結損益計算書の様式の改正内容を示すと，図表２のとおりである。
　連結上の包括利益については，従来，親会社株主に係る包括利益と少数
株主（非支配株主）に係る包括利益との合計額として計算されており，経
済的単一体説の考え方に立脚して連結包括利益計算書が作成されてきた
が，新連結会計基準においてもその取扱いが踏襲されている。ただし，当
期純利益の計算方法が見直されたことに伴い，連結包括利益計算書上の科
目の名称も変更されている。
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　連結包括利益計算書の様式の改正内容を示すと，図表３のとおりである。
⑶　子会社株式を追加取得した場合の会計処理方法の変更
　子会社株式を追加取得した場合には，子会社の資本に対する親会社の持
分が増加し，非支配株主持分（少数株主持分）が減少することとなる。こ
のため，追加取得した株式に対応する持分を非支配株主持分から減額し，
図表２　連結損益計算書の様式の改正内容
〔改正前〕
売上高
……
税金等調整前当期純利益
法人税，住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主損益調整前当期純利益
少数株主利益
当期純利益
xxx
……
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
〔改正後〕
売上高
……
税金等調整前当期純利益
法人税，住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益
xxx
……
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
図表３　連結包括利益計算書の様式の改正内容
〔改正前〕
少数株主損益調整前当期純利益
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金
　繰延ヘッジ損益
　為替換算調整勘定
　持分法適用会社に対する持分相当額
　　　その他の包括利益合計
包括利益
（内訳）
親会社株主に係る包括利益
少数株主に係る包括利益
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
〔改正後〕
当期純利益
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金
　繰延ヘッジ損益
　為替換算調整勘定
　持分法適用会社に対する持分相当額
　　　その他の包括利益合計
包括利益
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 
非支配株主に係る包括利益
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
xxx
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追加取得により増加した親会社の持分を追加取得額と相殺消去することに
なる。改正前の連結会計基準では，追加取得持分と追加投資額との間に生
じた差額は，のれんとして処理することとされていた。
　この点について，新連結会計基準では，追加取得持分と追加投資額との
間に生じた差額は，のれんではなく，資本剰余金の減少として処理するこ
とに改められた（第28項）。すなわち，自己株式を取得した場合と同様，株
主資本の減少に繫がる会計処理が行われることになる。これは，国際的な
会計基準において，親会社と非支配株主との間の株式の売買取引が資本取
引とされていることを考慮したものである。
　旧連結会計基準と新連結会計基準の会計処理方法を対比すると，〔設例
１〕のとおりである。
　〔設例１〕　子会社株式の追加取得に係る会計処理
　P社は，平成28年３月31日に子会社である S社（同日における資本金は12,000
千円，資本剰余金は2,000千円，利益剰余金は7,000千円）の発行済株式数の20％
を6,000千円で追加取得した。なお，支配獲得日における S社の諸資産の時価は，
簿価より1,000千円高かった。税効果会計は適用しないものとする。
旧基準における会計処理（単位：千円） 新基準における会計処理（単位：千円）
少数株主持分　　　4,400　※１
のれん　　　　　　1,600　※２
/ 子会社株式　6,000
非支配株主持分　　　4,400　※１
資本剰余金　　　　　1,600　※２
/ 子会社株式　6,000
※１.　（12,000 ＋ 2,000 ＋ 7,000 ＋ 1,000） × 20％ ＝ 4,400
※２.　6,000 － 4,400 ＝ 1,600
⑷　子会社株式を一部売却した場合の会計処理方法の変更
　子会社株式を一部売却した場合（親会社と子会社の支配関係が継続している
場合に限る。）は，子会社の資本に対する親会社の持分が減少し，非支配株
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主持分（少数株主持分）が増加することとなる。改正前の連結会計基準で
は，親会社説の考え方に基づき，少数株主（非支配株主）を外部者とみて，
子会社株式の一部売却について損益取引として会計処理することとされて
いた。具体的には，次のような会計処理を行うこととされていた。
①　売却した株式に対応する持分を親会社の持分から減額し，少数株主
持分（非支配株主持分）を増額する。
②　売却による親会社の持分の減少額（売却持分）と投資の減少額との
間に生じた差額は，子会社株式の売却損益の修正として処理する。
③　のれんについては，未償却高のうち売却した株式に対応する額を子
会社株式の売却損益の修正として処理する。
　この点について，新連結会計基準では，経済的単一体説の考え方に基づ
き，少数株主（非支配株主）を親会社株主と同様の出資者とみて，子会社
株式の一部売却については損益を認識せず，資本取引として会計処理する
ことに改められた。具体的には，次のような会計処理を行うこととされた
（第29項，第66項，第66-2項）。
①　売却した株式に対応する持分を親会社の持分から減額し，非支配株
主持分を増額する。
②　売却による親会社の持分の減少額（売却持分）と売却価額との間に
生じた差額は，資本剰余金として処理する。
③　売却した株式に対応するのれんの未償却額は，支配が継続している
限り，減額しない。
　すなわち，親会社の個別財務諸表では損益取引として売却損益が計上さ
れるが，連結財務諸表では損益が計上されないことになる。
　旧連結会計基準と新連結会計基準の会計処理方法を対比すると，〔設例
２〕のとおりである。
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　〔設例２〕子会社株式の一部売却に係る会計処理
　P社は，平成26年３月31日に S社（同日における S社の資本金は50,000千円，
資本剰余金は10,000千円，利益剰余金は40,000千円である。）の発行済株式数の
80％を82,000千円で取得したが，平成28年３月31日に S社株式の発行済株式数の
20％（20,500千円）を24,000千円で売却した（同日における S社の資本金は
50,000千円，資本剰余金は10,000千円，利益剰余金は70,000千円である）。
　なお，平成26年３月31日における S社の諸資産の時価は簿価より1,000千円高
かった。のれんは，発生年度の翌年度から20年間で定額法により償却する。税
効果会計は，適用しないものとする。
旧基準における会計処理（単位：千円） 新基準における会計処理（単位：千円）
子会社株式　　　　20,500
子会社株式売却損益  5,970
/のれん　　　　　　　270 ※1
少数株主持分　　　26,200 ※2
子会社株式　　　　  20,500
子会社株式売却損益　3,500　　　  ※3
資本剰余金　　　　　2,200　　　  ※4
/非支配株主持分　　26,200 ※2
※１・平成26年３月31日に認識されるのれんの額
　　　　82,000－（50,000＋10,000＋40,000＋1,000）× 80％ ＝ 1,200
　　・平成28年３月31日時点ののれんの未償却残高　　1,200×18／20＝1,080
　　・売却した子会社株式に対応するのれんの未償却残高
1,080×20％／80％＝270
※２　（50,000＋10,000＋70,000＋1,000）×20％＝26,200
※３ 　借方の「子会社株式売却益3,500千円」は，P社（親会社）の個別財務諸
表上の子会社株式売却益（24,000－82,000×1／4＝3,500）を消去することを意
味する。
※４ 　26,200－24,000＝2,200
⑸　子会社の時価発行増資等に伴い，親会社の持分が増減した場合の処
理方法の変更
　改正前の連結会計基準では，子会社の時価発行増資等に伴い，親会社の
払込額と親会社の持分の増減額との間に差額が生じた場合は，当該差額を
損益として処理することが原則とされていた。ただし，利害関係者の判断
を著しく誤らせるおそれがあると認められる場合には，利益剰余金に直接
加減することが許容されていた。
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　この点について，新連結会計基準では，親会社の払込額と親会社の持分
の増減額との間に差額を資本剰余金として処理することに改められた（第
30項）。これは，国際的な会計基準では，支配獲得後，支配を喪失する結
果とならない親会社持分の変動は資本取引として会計処理されていること
を考慮したものである。
４．現行連結会計基準をめぐる諸課題
　昭和50（1975）年６月の「連結財務諸表の制度化に関する意見書」の公
表以来，我が国の連結会計基準では，長年にわたり，連結基礎概念として
親会社説の考え方が基本的に採用されてきた。上記２で述べたとおり，平
成９年６月の企業会計審議会における連結財務諸表原則の改訂において
は，親会社説の立場から首尾一貫した処理となるよう，連結会計基準の改
訂作業が行われた経緯がある。
　しかし，平成25年９月に改正された新連結会計基準（現行の連結会計基準）
では，国際的な会計基準との整合性を確保し，比較可能性の向上を図るた
め，経済的単一体説の考え方が大幅に採り入れられている。その結果とし
て，新連結会計基準では，親会社説に基づく会計処理と経済的単一体説に
基づく会計処理とが混然一体となっており，理論的に一貫性のない基準と
なっている。企業会計基準委員会（ASBJ）における審議において，親会社
説と経済的単一体説の基本的考え方について十分議論したうえで基準の改
訂作業が行われたのかどうか疑問が残るところである。
　第１として，新連結会計基準では，連結損益計算書上，「当期純利益」
には非支配株主に帰属する利益を含めて表示することとされている（第39
項）。これは，企業集団を構成するすべての株主の立場から連結財務諸表
を作成しようとする経済的単一体説の考え方に基づくものである。他方，
連結貸借対照表においては，従来と同様に，親会社説の考え方に基づき，
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親会社の株主に帰属する株主資本のみが株主資本として表示され，非支配
株主持分は株主資本以外の項目として純資産の部に表示することとされて
いる（第32項）。しかし，非支配株主に帰属する当期純利益が「当期純利
益」に含めて表示される場合には，会計理論的には，非支配株主持分も，
連結貸借対照表の株主資本の一項目として表示されるべきであると考えら
れる 9）。
　第２として，「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額」については，従来どおり，親会社株主に帰属する
当期純利益をベースとして算定することとされている（「１株当たり当期純
利益に関する会計基準」第12項） 10）。また，自己資本利益率についても，次の
ような算式により計算することとされている（開示省令第２号様式記載上の
注意（25）の ⒦）。
　　 　　　　　　　　　　  親会社株主に帰属する当期純利益金額
　　 自己資本利益率＝───────────────────────
　　 　　　　　　　　純資産額－新株予約権の金額－非支配株主持分の金額
　これは，親会社株主に係る成果に関する情報の有用性を勘案したもので
あるが，非支配株主に帰属する当期純利益を含めて当期純利益が計算され
ることになったこととの関係をどのように考えるかという問題がある。
　第３として，新連結会計基準では，子会社に対する支配を獲得した後，
親会社が子会社株式を追加取得又は一部売却した場合，これらを資本取引
として会計処理することとされている（第28項，第29項）。つまり，親会社
9）　この点について，連結貸借対照表上の株主資本と利益計算の前提となる資
本取引の定義が一貫しておらず，深刻な問題を引き起こしている旨の批判も
みられる（梅原秀継（2013）「連結会計における資本と利益」『企業会計』第
65巻第５号，32頁）。
10）　連結財務諸表上，１株当たり当期純利益の算定上の基礎を注記することと
されている（連結財務諸表規則第65条の２，第65条の３）。
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と非支配株主との間の株式の売買取引を資本取引として取扱うこととされ
ている。また，子会社の時価発行増資等に伴い生じる親会社の持分変動差
額（親会社の払込額と親会社の持分の増減額との差額）については，損益では
なく，資本剰余金として処理することとされている（第30項）。これらは，
経済的単一体の考え方に基づくものである。しかし，連結貸借対照表で
は，非支配株主持分は株主資本以外の項目として取扱われており，このよ
うな取引を資本取引として会計処理することは理論的に矛盾しているとい
える。
　新連結会計基準によると，子会社株式を一部売却した場合（支配関係が
継続しているとき），個別財務諸表上は損益取引として売却損益が計上され
るにも拘らず，連結財務諸表では売却損益が計上されず，親会社の持分の
減少額（売却持分）と売却価額との差額が資本剰余金として計上されるこ
とになる。本来，個別財務諸表と連結財務諸表とは一体として取扱われる
べきであり，連単で会計処理方法が異なっている点については，違和感が
持たれるところである。
　当期純利益に非支配株主に帰属する純利益が含まれることになった点を
踏まえると，非支配株主持分の性格付けを明確にし，連結貸借対照表の純
資産の部の表示方法や資本概念の見直しについて，再検討される必要があ
るものと考えられる。
５．その他の諸課題
⑴　支配獲得時の連結上ののれんの計上について
　支配獲得時の連結上ののれんの計上については，親会社持分についての
み計上する買入れのれん説の考え方と，親会社持分のほか非支配株主持分
（少数株主持分）についても推定計算により認識・計上すべきであるという
全部のれん説の考え方とがある。この点について，我が国の連結会計基準
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では，推定計算による不確実性を排除し，自己創設のれんは計上しないと
いう立場から，のれんの計上を有償取得に限る前者の考え方（買入れのれ
ん説）の考え方が踏襲されている（第24項，企業結合会計基準第98項なお書）。
他方，IFRS第３号では，双方の考え方による処理方法が選択肢として認
められている。また，米国会計基準（SFAS第141号）では，全部のれん説
の考え方により，非支配株主持分に対応するのれんも計上することとされ
ている。この点については，今後さらに議論を深めていく必要があるもの
と思われる。
　そのほか，子会社に対する支配を喪失した場合，国際的な会計基準と同
様に，子会社に対する支配の喪失を投資の処分として考え，残存投資部分
を支配喪失時点での時価で測定し直すかという点も論点として挙げること
ができる。この点についても，今後慎重に検討されるべきである。
⑵　日本公認会計士協会における連結実務指針について
　連結財務諸表の作成については，日本公認会計士協会から，「連結財務
諸表における税効果会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第６号），
「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」（会計制度委員会
報告第７号），「持分法に関する実務指針」（会計制度委員会報告第９号）など，
多くの実務指針が公表されている。
　しかしながら，これらの実務指針の作成に当たっては，十分なデュー・
プロセスが採られているとは言えないのが実情である，これらの実務指針
については，企業会計基準委員会（ASBJ）の企業会計基準適用指針などに
移管され，論点整理の公表（必要に応じて作成）及び意見の聴取，公開草案
の公表及び意見の聴取といった一定のプロセスを経たうえで改正手続が行
われるよう，見直しが行われることが望まれる。
　ちなみに，平成26年２月に「連結財務諸表における資本連結手続に関す
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る実務指針」（会計制度委員会報告第７号）が改正されており，その中で，支
配を喪失して関連会社となった場合ののれんの未償却額の取扱いが示され
ている（45-2項，66-2項） 11）。当該実務指針では，例えば，株式の一部売却
により持分比率が80％から60％になり，その後30％になった場合，支配獲
得時ののれんの未償却額のうち，30％／80％を関連会社として残存するの
れんの未償却額とする方法のほか，30％／60％を当該未償却額とする方法
が認められている。どちらの方法によるかは，企業の選択に委ねられてい
る。しかしながら，持分比率が80％から60％になった時点では対応するの
れんの未償却額が減額されていないことを踏まえると，後者の方法が選択
肢として認められた点については，疑問が持たれる。
⑶　米国基準について
　現在，連結財務諸表の作成基準として，日本基準，米国基準，IFRS（国際会
計基準）及び「修正国際基準」（ JMIS：Japan’s Modified International Standards）
の４つの基準の選択適用が認められている。このような中で，平成28年６
月に「日本再興戦略2016」が閣議決定され，IFRSの任意適用企業の拡大
促進及び IFRSに対する国際的な意見発信の強化が戦略の一つとして盛り
込まれている。東京証券取引所の公表資料によると，東証上場会社のう
ち，平成28年11月15日時点での IFRSの適用会社は102社，適用予定会社
は23社となっており，適用会社数は顕著に増加してきている。IFRSに関
する我が国の国際対応は，極めて重要な局面を迎えている。
　こられの基準のうち，「修正国際基準」は平成27年６月に企業会計基準
委員会から公表されているが，同基準は，我が国の考える「あるべき
11）　実務指針の改正内容については，阿部光成，長沼洋佑，波多野伸治（2014）
「資本連結実務指針の改正について」『旬刊経理情報』1376号，31-38頁に詳
述されている。
連結会計基準の変遷及び諸課題（兼田）　81
IFRS」を国際的に示すことを意図したものである。「修正国際基準」の策
定を巡っては様々な議論が展開されたが，「修正国際基準」の制度化は，
IFRSが単一のより高品質な国際的な会計基準となるよう，我が国として
の考え方を明確に示し，IFRSの改善を求めるための前向きな取り組みで
あり，高く評価される。ただし，「修正国際基準」を適用している企業は，
現時点ではみられない 12）。
　他方，米国基準については，平成28年３月期までで適用終了とされてい
たが，平成23年８月の連結財務諸表規則の改正により，適用期限が撤廃さ
れた経緯がある。現在30社弱の会社が米国基準により連結財務諸表を作成
しているが，米国基準の策定については我が国が関与する余地はない。ま
た，米国基準と IFRSの適用企業が併存することは，連結財務諸表の比較
可能性の観点からも問題がある。IFRSの適用状況の推移等をみながら，
将来的には米国基準の適用を廃止する方向で再検討されるべきものと思わ
れる。
12）　「修正国際基準」を巡る諸課題については，兼田克幸（2015）「修正国際基
準の意義および課題」『企業会計』第67巻第１号，4-5頁を参照されたい。

